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国 自 安 第 １ ０ 号

国 自 旅 第 ２ ４ 号

平成３０年４月２４日

各地方運輸局自動車交通部長 殿

関東・近畿自動車監査指導部長 殿

沖 縄 総 合 事 務 局 運 輸 部 長 殿

自動車局安全政策課長

旅 客 課 長

（ 公 印 省 略 ）

一般貸切旅客自動車運送事業者の安全投資状況の確認について

道路運送法の一部を改正する法律（平成２８年法律第１００号）の施行により、平

成２９年４月１日から一般貸切旅客自動車運送事業者の事業許可更新制の導入及び安

全投資計画、事業収支見積書等の作成が義務付けられたところである。

これにより、一般貸切旅客自動車運送事業者の事業許可更新申請時には、安全確保

のために必要な費用を賄いつつ事業を継続的に遂行する能力があるかどうかを審査し、

不適格者については事業からの退出を求めることとなるが、更新申請時以外において

も、安全投資を適切に実施していないおそれがある一般貸切旅客自動車運送事業者に

ついては、下記により安全投資状況を確認することとしたので、業務上遺漏なきよう

取り計らわれたい。

また、本件については、公益社団法人日本バス協会会長に対し別添のとおり通知し

たので申し添える。

記

１．対象事業者

（１） 一般貸切旅客自動車運送事業者に対する監査の結果、事業運営に必要な経

費が賄えていないおそれがある以下の法令違反が確認された事業者。

① 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号。以下「運送法」という。）第９条

の２第１項（運賃料金事前届出、運賃料金変更事前届出）違反

② 運送法第２３条第１項（運行管理者が全く不在（選任なし））違反

③ 運送法第２７条第３項の規定に基づく旅客自動車運送事業運輸規則（昭和３

１年運輸省令第４４号。以下「運輸規則」という。）第２１条第５項（全運転

者が健康診断を未受診）違反

④ 運送法第２７条第３項の規定に基づく運輸規則第３８条第１項及び第２項
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（運転者に対する指導監督及び特別な指導の全く未実施）違反

⑤ 運送法第２７条第３項の規定に基づく運輸規則第４５条（道路運送車両法

（昭和２６年法律第１８５号。以下「車両法」という。）第５０条第１項（整

備管理者が全く不在（選任なし）かつ、車両法第４８条（全ての車両について

定期点検整備の未実施））違反

⑥ 運送法第３０条第２項（最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号。）に基づ

き国が定めた賃金の最低限度額より低い賃金の支払い）違反

（２） 外部から寄せられた情報を勘案し、安全投資状況の確認が必要と認められ

る事業者。

２．実施方法

（１） 安全投資状況の確認は、対象事業者の主たる事務所の位置を管轄する地方

運輸局又は沖縄総合事務局（以下「各局等」という。）が実施することとす

る。なお、対象事業者の主たる事務所の位置が管轄地域外である場合は、当

該事務所の位置を管轄する各局等に対して、当該事業者の情報を提供するこ

ととする。

（２） １．（１）を端緒とした対象事業者の安全投資状況の確認の実施は、「一

般貸切旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について（平成２８

年１１月１８日付け国自安第１５７号、国自旅第２２７号、国自整第２２０

号）」３．（７）に掲げる違反の是正確認のための特別監査及び「一般貸切

旅客自動車運送事業の監査方針について（平成２８年１１月１８日付け国自

安第１５５号、国自旅第２２５号、国自整第２１８号）」２．（４）に定め

る指摘事項確認監査によって、法令違反の是正が確認された後に実施するこ

ととする。

（３） 安全投資状況の確認の実施は、各地方運輸局及び沖縄総合事務局において、

１．（１）及び（２）の情報や当該事業者の事業許可の有効期間満了日等を

踏まえ、安全投資状況を確認すべき時期を適切に判断した上で実施すること

とする。

（４） 安全投資状況の確認は、対象事業者に対して道路運送法第９４条第１項に

基づき、当該事業者の直近１事業年度分の「一般貸切旅客自動車運送事業の

許可及び事業計画変更認可申請の処理について」（平成１１年１２月１３日

付け自旅第１２８号、自環第２４１号）（以下「処理方針通達」という。）

に定める安全投資実績及び事業収支実績報告書（以下「安全投資実績等」と

いう。）を報告させることとし、当該安全投資実績等を以下のいずれにも該

当しないことを確認することとする。

① 安全投資実績等については、処理方針通達２．（３）（イ）及び（ロ）を適

用するものとする。ただし、この場合において（イ）は「報告をする年の直近

１事業年度において事業者の財務状況が債務超過であり、かつ収支が赤字であ

る場合」と読替えるものとする。

また、安全投資実績等が前回許可時の計画に即していない場合。（合理的な

理由がある場合並びに平成２９年３月３１日までに許可を受けていた者及び同

日までに受理された申請であって平成２９年４月１日以降に許可を受けた者の

うち事業許可の初回更新を受けていない者を除く。）

② 安全投資実績については、適切な数の運転者（他の自動車運送事業の用に供

する車両に乗務する者も含む。）、運行管理者及び整備管理者が選任されてい
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ない場合。

③ 事業収支実績報告書については、車両の点検及び整備に係る費用が「一般貸

切旅客自動車運送事業の許可等における車両の点検及び整備に関する基準につ

いて」（平成２９年６月７日付け国自旅第５５号）２．に定める基準を満たし

ていない場合。（自社整備車両及びリース車両を除く。）

④ 健康保険、厚生年金保険、労働者災害補償保険及び雇用保険（以下「社会保

険等」という。）加入義務者が社会保険等に加入していない場合

（５） ２．（４）の確認に際しては、必要に応じて事業者を呼出して確認するこ

ととする。

３．確認結果

（１） 最低賃金法に基づく地域別最低賃金以上の賃金が支払われていない場合に

ついては、「自動車運送事業に従事する事業用自動車の運転者の労働条件改

善のための指導監督の強化について」（平成２１年９月２９日付け国自安第

８３号、国自旅第１４４号、国自貨第８９号）１（２）に基づき、都道府県

労働局に対して通報することとする。ただし、１．（１）⑥の違反が確認さ

れた当該事業者の営業所と同じ営業所であった場合を除く。

（２） 健康保険、厚生年金保険、労働者災害補償保険及び雇用保険（以下「社会

保険等」という。）加入義務者が社会保険等に加入していない場合について

は、「自動車運送事業者の社会保険等の未加入対策の強化について」（平成

２１年９月２９日付け国自安第８１号、国自旅第１４２号、国自貨第８７

号）３に基づき、日本年金機構地域部または都道府県労働局に対して情報を

共有することとする。

（３） ２．（４）に定めるもののうち、３．（１）及び（２）にかかるもの以外

の場合については、是正指導文書を交付することとする。

附 則

この通達は、平成３０年４月２４日以降に監査を実施するもの及び外部から情報が

寄せられたものから適用する。


